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１．研究計画の概要 
 

本研究は、女性非正規労働者の組合運動へ
の参加と、労働組合側の女性非正規労働者に
関する運動方針と施策を合わせて考察する
ことを通して、女性非正規労働者と労働組合
運動との関わり方について明らかにしよう
とするものであり､以下の３つの柱を中心に
展開している。第１の柱は「ナショナルセン
ターレベルでの労働組合の分析」で、連合、
全労連、全労協などの、女性非正規労働者に
関する運動方針とその施策を分析する。第２
の柱は「個別労組の分析」であり、女性非正
規労働者の運動が活発に行われ、かつその組
織化に熱心に取り組んでいる個別組合のケ
ーススタディを試みる。第３の柱として、 
1996 年に、我が国、初のパート賃金差別訴
訟に勝訴した「丸子警報器労働組合の分析」
であり、訴訟の原告である女性非正規労働者
の労働意識および組合活動に関する分析を
行う。 
 
２．研究の進捗状況 
 先に述べた３本の柱別に進捗状況を述べ
る。 
（１）「ナショナルセンターレベルでの労働 
組合の分析」 

この間、我が国の労働組合のナショナルセ
ンターである、全労連、連合に関して、ヒア
リングを行うと共に、最新資料を入手し、既
存資料とあわせて、パート組織化をめぐる動
きについての整理・分析を行っている。 
＜全労連＞1999 年に「婦人部」（現女性部） 
を立ち上げ、2001 年には「パート･臨時労組 
連絡会」を設置、また 2006 年には、非正規 

労働者の組織化の本的な推進をめざし、「全 
労連非正規労働者部会」を設置し、さらに 
2008 年 8 月 20 日に「非規雇用労働者全国セ 
ンター」を発足している。 
＜連合＞2001 年の定期大会で「組合づくり・
アクションプラン 21」を決定し、パートタイ
ム労働者の組織化やパートタイム労働者の
組合作りを呼びかけ、2003 年までの２年間
に約８万人のパートを組織化している。また
2007 年 10 月には「非正規労働センター」を
設置している。 
 
（２）「個別労組の分析」 
 個別労組の分析としては、特にＪＭＩＵ 
（全日本金属情報機器労働組合）に焦点をあ
て、現在の活動方針及び活動状況についての
ヒアリングを行い、非正規労働者の組織化の
方針案などを含む諸資料を入手・分析を行っ
ている。ＪＭＩＵは設立当初 1989 年の春闘
においても、パートなど不安定雇用について
も正規雇用者の要求額を時給換算して盛り
込み、パートの組織化を行っている。また３
本目の柱との関連で、JMIU の長野地方本部
を訪問し、丸子警報器訴訟前後のＪＭＩＵ長
野地本の動きなどについてもヒアリングを
行った。 
 
（３）「丸子警報器労働組合の分析」 
すでに入手済の大会資料のデータベース

化を継続して行うと共に、分析を続けている。
また現在の活動についてもヒアリングと行
い、２本目の柱である上部団体（JMIU 長野
地本）との連携のあり方や、他支部との連携
等についての調査を進めている。さらにこれ
まで蓄積してきたケーススタディの入力を
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行っている。  
 
３．現在までの達成度 
②おおむね順調に進展している。 
  
 おおむね順調であると考える理由は、先に
挙げた、「ナショナルセンターレベルでの労
働組合の分析」、「個別労組の分析」、「丸子警
報器労働組合の分析」の３つの柱にそってそ
れぞれ現況を把握するとともに、データベー
スの蓄積や分析をおこなっているからであ
る。 
 
 
４．今後の研究の推進方策 
 
 今年度は最終年度であるので、少なくとも
３本目の柱である、丸子警報器労働組合の分
析についてはまとまった成果を出したい。ま
た第１の柱であるナショナルセクターレベ
ルの分析については、現況を踏まえつつ、特
に 1990 年代前半に至るまでの、非正規労働
者の組織化の動きをまとめたい。 
 他方、現在着手できていない、２本目の柱
の「個別労組」の分析における単組の分析に
ついてはこれまで分析を進めてきた、ＪＭＩ
Ｕ（全労連傘下）と対照できる、連合傘下の
単組（ＪＡＭを想定している）にアプローチ
し、比較研究をおこないたい。 
 
 
 


